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１．はじめに
近年、ろう者の中で「手話が言語である」ことを
認める動きが広がり、国内のろう者団体の一つであ
る全日本ろうあ連盟では、2010年より「手話言語法
（仮称）制定推進事業」が始められた（財団法人全
日本聾唖連盟，2012）。手話言語法では、「手話が言
語である」ことを定義するための 5つの権利（「手話
を学ぶ」「手話で学ぶ」「手話を獲得する」「手話を使
う」「手話を守る」権利）の保障を求めており、手話
言語法の制定を求める「意見書」を採択した自治体
は、2015年 12月現在、都道府県 100％、市町村 99.9％
に及んでいる（全日本ろうあ連盟HP「手話言語法意
見書マップ」を参照）。未だ手話言語法の制定はされ
ていないものの、地方自治体では国に先駆けて「手
話言語条例」の制定が行われている。手話言語条例
は 2013年 10月に全国で初めて鳥取県で手話言語条
例が制定されて以降、3県（鳥取県、神奈川県、群馬
県）29市町村に策定の動きが広がっている（2015年
12月現在）。
群馬県では、2015年 3月 12日に議員提案??に
よって手話言語条例が全会一致で可決された。議員
提案は、少数者の思いを掘り起こし、地域や住民の
要望を反映することが可能である（松下・今野・飯
村，2011）という利点がある。言語的少数者である
ろう者を取り巻く手話言語条例の制定については、
首長の理解が高いとは言えない現段階では、議員提
案のほうがより現実的な選択ではないだろうか。金
澤（2014）は、今後全国で手話言語条例が幅広く作
られていくためには、各地のろう者団体が陳情をす
べきであるが、首長に陳情する関係性を構築してい
ることは希であるため、多くの場合、陳情相手は議
員になると指摘している。一方で、議員提案は議会
の内部に関わるような非常に限定的かつ政治的な条
例に限られることが多く、首長提案よりも相対的に
影響力が低いと言われる（金井，2011）ため、条例
の影響力の問題については確認する必要がある。
群馬県手話言語条例の特徴としては、前文から各
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項目の細部に至るまで議員と聴覚障害当事者が共同
で作り上げたということが挙げられる。前文につい
ては、「当事者の思いがほぼ 100パーセント込められ
た中身になっており」（群馬県議会，平成 27年第 1
回定例会質疑及び一般質問）と本条例の提案議員に
言わしめた。また、同議員は、第 12条（学校におけ
る手話の普及）の「ろう教育での手話獲得の機会の
確保」に関して「群馬県手話言語条例の特徴」と述
べている。このことは、聴覚障害当事者のろう教育
にかける思いが議員にも十分に理解され、結果とし
て条例にも反映されたことと意味付けられる。そこ
で、群馬県手話言語条例の上程プロセスを検討する
ことは、社会的弱者であるろう者の権利の問題に当
事者の関与可能性を確認する契機につながると考え
られる。
以上のことを踏まえ、本研究では、今後の障害者
政策において当事者がいかに関与すべきなのかを提
案するための基礎的な研究とすべく、「群馬県手話言
語条例（案）研究会」（以下、研究会とする）の資料
を基に、群馬県手話言語条例の上程プロセスにおい
て当事者を含む関係者らがどのように関与し、その
結果条文にどのように反映されたのかを明らかにす
ることを目的とした。
２．方 法
2．1．群馬県手話言語条例（案）研究会
群馬県では、群馬県聴覚障害者連盟より手話言語
条例制定の要請があったことを機に、2014年 3月か
ら与党の医療・福祉議員連盟を中心に勉強会（後日、
研究会に移行する）が数回開かれた。その後、勉強
会の議員らの企画のもと、群馬県内の聴覚障害当事
者及び関係者とともに先進県である鳥取県へ視察を
行った。こうした準備段階を経て、2014年 9月 8日
に研究会が結成され、鳥取県手話言語条例をモデル
とし、議員提案とすることを基本方針とした。研究
会の構成員は、県議会議員（5名）、学識経験者、全
日本ろうあ連盟事務局長、群馬県聴覚障害者連盟理
事長、群馬県認定手話通訳者協会会長、群馬県手話
サークル連絡会会長、群馬県手話通訳問題研究会会
長の計 11名であり、そのうち 5名が当事者団体??の
代表者であった。
2．2．検討資料
主な資料は、与党??内に結成された研究会で配布
された資料であり、そのほかには、与党内で開催さ
れた手話言語条例に関する勉強会の資料や条例制定
を求める誓願書等も資料として用いた。
研究会は 2014年 9月 8日、9月 16日、10月 6日、
10月 22日、11月 12日の計 5回行われた。第 1回研
究会（9月 8日）では聴覚障害児の保護者等関係者か
らのヒアリング、第 2回研究会（9月 16日）では鳥
取県等の先行事例の検討が行われた。第 3回研究会
から第 5回研究会まででは、第 1回と第 2回研究会
の検討結果を基にして、群馬県手話言語条例に関す
る条文の検討が行われた。
研究会で配布された資料は、図 1のようなサイク
ルで作成及び修正された。すなわち、①当事者団体
による素案・修正案の作成、②研究会に所属する議
員らの検討、③執行部??による検討を行い、結果とし
て④研究会当日の配布資料とされた。
研究会当日には研究会構成員による論議が行わ
れ、条例案に関する検討を行った。行政側（執行部）
はあくまでオブザーバーとして参加し、自発的な発
言権は有しておらず、座長から発言を求められた場
合のみ発言権を得ていた（金澤，2014）。つまり、執
行部は研究会での配布資料の作成には関わるが、研
究会当日の検討及び決定についてはオブザーバー以
上の役割を果たすことはできなかった。
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2．3．分析
2015年 3月 12日に可決された群馬県手話言語条
例の条文のうち、「当事者の思いがほぼ 100パーセン
ト込められた中身になった」と評価される前文と、
第 12条（学校における手話の普及）に注目した。前
文と第 12条に関する議論のうち、研究会で 2回以上
取り上げられた箇所を時系列に並べて、素案から最
終の条例案までの流れを整理した。その後、特に研
究会の構成員と執行部との間に意見が対立していた
箇所（前文の場合、①ろう教育における手話の使用
禁止に関する歴史的背景の解釈について、②「全日
本ろうあ連盟」という団体名の掲載の可否、③手話
に関する表記）を抽出して、条例の上程プロセスに
対する影響を分析した。配布資料のみでは説明でき
ない箇所については、研究会の構成員 2名を対象と
して聞き取り調査を行い、配布資料の理解を高めた。
2．4．表記
本文中の表の内容については、配布資料での記載
通りにしたため、「・」、「◯」、数字などが統一され
ていない部分もある。特に議論の対象となった箇所
については下線を引いた。また、長文については必
要に応じて中略した。
３．結 果
3．1．議員提案の条文としての表記の修正
まず、条文の末尾に対する指摘については、大き
な議論もなく修正された。すなわち、「講ずるものと
する」や、「～しなければならない」といった表記は、
すべて「～するよう努める」という表記になった。
表記だけを見ると、「義務」から「努力義務」に「格
下げ」されたかのような印象を受けなくもない。し
かしながら、このことは、この条例が持つ効力には
差異が生じるかどうかの問題とは別に、本条例が議
員提案であるための「技術的」な理由による。そも
そも、条例とは公共事務、団体委任事務等に関し、
独自の法規として地方自治体が独自に制定できるも
のである。つまり、その実務を執行する主体は行政
（執行部）であるため、執行部（行政）提案では、
提案者と実施主体が一致する。したがって、「～する
ものとする」といった主体的な言い方をすることに
なる。一方、議員提案の場合、行為の主体は議員で
はなく行政側であり、行政に対して法令の遵守を求
めるため、表記の仕方は「～するよう努める」といっ
た、他者に戒める形の言い回しになる。したがって、
群馬県手話言語条例の条文が全体的に「努力規程」
となっているのは、提案主体と実施主体が異なって
いることによるものであり、必ずしもその実効性の
弱さを意味するものではない。
3．2．前文に関する議論
前文に関しては、①ろう教育における手話の使用
禁止に関する歴史的背景の解釈について、②「全日
本ろうあ連盟」という団体名の掲載の可否、③手話
に関する表記についての 3点を中心に議論が重ねら
れていった。以下、それぞれの議論について述べる。
3．2．1．ろう教育における手話の使用禁止に関する
歴史的背景の解釈について
ろう教育における手話の使用禁止をめぐる歴史的
背景の解釈については、第 3回研究会と第 4回研究
会の両方で取り上げられ、活発な意見交換がなされ
たことがわかる。表 1は、研究会で配布された資料
のうち、前文のろう教育における手話使用禁止をめ
ぐる意見を比較したものである。
この議論には 2つの論点がある。1つ目は、昭和 8
年の文部大臣の訓示によって手話の使用が禁止され
たため、ろう者の手話を使う権利が奪われ、ろう者
の尊厳が損なわれてしまったのだ、という条例案に
対し、「手話とろう者に対する理解が乏しかったた
め」、手話を使う権利とろう者の尊厳が損なわれてし
まったという意見である。2つ目は、昭和 8年訓示だ
けでなく、口話法に適さないものにそれを強いるこ
との無いように、という「忠告」であり、かつ「手
話口話の論争が再燃する」もととなった昭和 13年訓
示も前文に記載する必要があるのではないかという
意見に対する議論である。これらの意見は執行部側
である特別支援教育室と障害政策課から提出され
た。結果的に、昭和 13年訓示は記載されず、第 3回
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研究会で提出された当初の案をほとんど変更するこ
となく、昭和 8年訓示によって、手話の使用が「事
実上禁止」された旨のみを掲載することになった。
前文の修正を行わなかった理由は表 2のとおりであ
る。すなわち、①「社会的背景」として、当時は帝
国主義化を進めていった中で、日本人の言語である
「日本語」で話すことに価値が置かれていた時代で
あったため手話は認められていなかった。また、全
国的な流れ全体が口話主流に傾いていったことに加
えて、文部大臣から明確な訓示が示されたというこ
とも加味すると、昭和 8年訓示が出されたことを機
に、事実上手話が禁止されたという解釈が自然であ
る。
また、②「手話―口話論争」の対立図式が再燃す
るきっかけとなった昭和 13年訓示も並記すること
も同時に提案された。しかしながら、実際には「手
話対口話」といった対立図式があったわけではなく、
「圧倒的な口話法主流の中、大阪市立聾唖学校のみ
が孤軍奮闘していた」に過ぎず、また、手話法と口
話法のどちらが良いかなのではなく実際は、「手話を
排除し口話法のみとするか、手話も認めるか」の論
争であったという反論がなされた。
同様に、③の荒木文相訓示（昭和 13年訓示と同義）
に関しては、行き過ぎた口話法による指導に対して
釘を刺しているだけに過ぎず、手話法を推奨してい
る訳ではない。従って特別支援教育室の「口話法と
手話法について相反する文部大臣の訓示がそれほど
間をおかずに行われているので両方並記することが
歴史的な事実と一致する」とするのは、やや拡大解
釈ではないかという指摘があった。また、13年訓示
の後、口話手話の論争が再燃することになったとい
う事実は、正確な史料に基づいていないのではない
かというという指摘もなされた。この 3つの指摘を
根拠とし、「限られた文字量の中で説明する際に、あ
えて昭和 13年訓示を明記することは、事実に即する
どころか、むしろ歴史全体の流れの中で相対的に小
さな事実を誇大に語る形になり、無用な誤解を生む
ことになる」と、昭和 13年訓示の記載を不適当とし、
退けた。したがって、前文は当初の案から内容をほ
ぼ変更することなく、条例に反映されたのである。
表１ ろう教育における手話使用禁止の歴史をめぐる議論
10/3 第 3回研究会 11/12 第4回研究会修正案 11/21 特別支援教育室意見 11/21 障害政策課意見
（中略）我が国の手話は、明
治時代に始まり、ろう者の間
で大切に受け継がれ、発展し
てきた。しかし、発音訓練を
中心とする口話法の導入によ
り、昭和 8年には聾学校での
手話の使用が事実上禁止され
るに至った。当時のろう教育
は、手話とろう者に対する理
解が乏しかったため、結果的
に手話を使う権利が奪われ、
ろう者の尊厳は著しく損なわ
れてしまった。
（中略）我が国の手話は、明
治時代に始まり、ろう者の間
で大切に受け継がれ、発展し
てきた。しかし、発音訓練を
中心とする口話法の導入によ
り、昭和 8年にはろう学校で
の手話の使用が事実上禁止さ
れるに至った。当時のろう教
育は、手話とろう者に対する
理解が乏しかったため、結果
的に十分に手話を使う権利
や、少なからずろう者の尊厳
が損なわれてきた。
戦前において口話法と手話法
について相反する文部大臣の
訓示がそれほど間をおかずに
行われているので両方並記す
ることが歴史的な事実と一致
する。また、ろう学校につい
てのみではなく、そのような
状況を生んだ社会背景を記述
することも必要ではないか。
昭和 8年当時の文部大臣の発
言により全国の聾学校のほと
んどが口話主義となったが昭
和 13年に当時の文部大臣が
「口話法に適せざるものに、
それを強いることのなきよ
う」と訓示し、以後、口話手
話の論争が再燃することと
なったことから「事実上禁止」
という表記だけでは不正確な
ため、削除もしくは昭和 13年
の訓示についての記載が必要
と考える。（表現として工夫す
れば「使用することが困難と
なった」、最大限、当事者の方
の気持ちを汲み取って「事実
上使用できなくなった」程度
と考える。）
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3．2．2．?全日本ろうあ連盟」という団体名の掲載の
可否
群馬県は、「全日本ろうあ連盟」の結成の地である
ことが特色であり、その旨を第 3回研究会時の条文
案では記載していた。しかしながら、「特定団体の歩
みについて条例に記載することは不自然」なため、
「全日本ろうあ連盟」の記載は不適当であると、障
害政策課から意見が出された。これに対して、表 3に
あるように 4点の理由が述べられ、「必要性、必然性
によっては、特定の団体名を記載すること自体は前
例もあり、直ちに問題とはいえない。すなわち、論
点は「全日本ろうあ連盟」の位置付けにあると考え
る。同団体は単なる「一団体」ではなく、群馬県に
おいて本条例を制定するにあたり、「記載の必然性を
伴う唯一無二の団体として認識するのが適当と考え
る」という反論がなされた。しかしながら、その反
論に対する障害政策課の意見は、前例としてあげら
れた「国際スキー連盟」という一団体の名称を、説
明上記載せざるを得なかった内容のものとし、一団
体の歴史を記載する本条例とは「趣旨が異なる」こ
とを理由に、「全日本ろうあ連盟」を条例に記載する
ことを不適当とした。最終的に、本条例では「ろう
者が群馬県の伊香保温泉に集い、これを出発点に全
国各地へ手話の普及活動を展開させ、今に至ってい
る」とし、「全日本ろうあ連盟」という固有名詞は使
用されないものの、その他の文章はそのまま使用さ
れることとなった。
3．2．3．手話に関する表記について
手話を言語として位置付けた関連法案に関する表
記についての議論は、当初の案では、「障害者基本法
に手話が言語であると規定」されたと記載されてい
るが、法律を引用する場合は正確に記載すべきとの
意見に従い、障害者基本法の「言語（手話を含む。）」
の表記に倣い、「言語に手話を含む」に変更された（表
4参照）。
表２ 群馬県手話言語条例（案）前文の昭和 13年訓示議論に関する執行部への反論（11/2）
①「社会的背
景」として
･現在の多様性を認める社会ではなく、帝国主義化の中、「日本語」で話すことに価値が重んじられた時代で
あった（鳩山一郎大臣訓示の「日本人たる以上、わが国語をできるだけ完全に語り」に象徴されている）。
･全国聾唖学校長会の流れ全体が、口話主流に傾いていく状況にあった中での訓示であった。
②「手話―口
話論争」の
対立図式
･大阪市立聾唖学校の高橋潔校長が論客であったために、「論争」の体をなしているかに見えるが、実際のと
ころは、「手話対口話」ではなく、圧倒的な口話法主流の中、大阪市立聾唖学校のみが孤軍奮闘していた（近
年の研究によれば、函館聾唖学校も手話の必要性を主張していた。全国で手話の必要性を主張していたの
はわずかに 2校のみ）。
･?手話法がよいか口話法がよいか」ではなく、「手話を排除し口話法のみとするか、手話も認めるか」の論
争。
③荒木文相訓
示の位置付
け
･口話法を進歩として奨励しつつも、「これに熱心なる余り、いやしくも口話法に適せざるものにもこれを強
い、ためにかえって教育の効果を阻害するが如きことのないよう、適当なる省察を」と、釘をさしている
にすぎず、手話法を推奨しているわけではない。したがって、「口話法と手話法について相反する文部大臣
の訓示」（特別支援教育室指摘事項）とするのはやや拡大解釈ではないか。
･?以後、口話手話の論争が再燃することになった」（障害政策課指摘事項）という事実がはたしてあるのか
疑問（正確な史料に基づいていないのではないか）。
上記の理由から、
確かに荒木文相の昭和 13年訓示が「あった」こと自体は事実だが、むしろ、「そのような状況を生んだ社
会背景」（特別支援教育室指摘事項）を考慮するならば、全国聾唖学校長会の流れは口話法一色に動いており、
荒木文相は、明確に手話を奨励したわけでもなく、無理のない範囲で、と注意喚起を促したにすぎず、鳩山
訓示と荒木訓示は対立軸に位置するものではない。
したがって、限られた文字量の中で説明する際に、あえて昭和 13年訓示を明記することは、事実に即する
どころか、むしろ歴史全体の流れの中で相対的に小さな事実を誇大に語る形になり、無用な誤解を生むこと
になる。そのため昭和 13年訓示の記載は不適当である。
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3．3．手話言語条例案第12条に関する議論
手話言語条例案第 12条に関しては、①「ろう児」
という表記について、より具体的に範囲を明らかに
すべきではないかという意見と、②乳幼児期から手
話を獲得することは困難ではないか、という意見が
特別支援教育室と障害政策課、政策広報課から出さ
れた。以下、それぞれの議論について論じる。
3．3．1．?ろう児」という表記をめぐって
まず、「ろう児」という表記を、より具体的に明記
する必要があるのではないかという意見が執行部側
から出された。すなわち、他の法律の表記と揃える
形で「聴覚障害児」とするのではなく、あえて「ろ
う児」と表記するのはなぜなのか、その根拠を求め
られたということである。また、「ろう児が通学する
学校等」の範囲をより具体的にしなければ、ろう学
校の範囲に留まらず、幼稚園、保育園、大学、専門
学校、市町村立学校、私立学校なども含まれる可能
性が出てくる。もしそうなると、事前に調整しなけ
ればならない部局が増えてしまう。このような理由
から、執行部側は「ろう児」をもっと具体的にして
ほしいという意見を出したのである（表 5参照）。
では、前述した論点を順に見ていく。特別支援学
校の対象となる児童生徒の具体的な障害の程度を規
表４ 手話に関する表記における議論の推移
10/3 第 3回研究会 11/21 障害政策課意見
◯現在では、憲法や法律に手話を規定する国も増えており、
平成 18年に国際連合総会で採択された障害者の権利に関す
る条約において、言語には手話その他の非音声言語を含むこ
とが明記された。そして、我が国でも平成 23年に改正された
障害者基本法に手話が言語であると規定され、平成 26年には
障害者の権利に関する条約が批准されている。
◯障害者基本法第 3条第 3項には、「言語（手話を含む。）」と
記載されており、ここは「障害者基本法において、言語（手
話を含む。）と規定された。」と記載すべきである。（法律の規
定を引用しているので、正確に記載すべきである。）
表３ 全日本ろうあ連盟の表記に関する議論の推移
10/3 第 3回
研究会条文案 障害政策課意見 11/12 第 3回研究会案に対する反論
11/21 障害政
策課意見
◯戦後間もない
昭和 22年 5月
に、群馬県の伊
香保温泉におい
て全国から 200
余名のろう者が
集い、全日本ろ
うあ連盟が結成
された。これが
出発点となり、
群馬の地に集っ
たろう者が運動
を全国各地へと
展開させ、今に
至っている。
◯特定団体の歩
みについて条例
に記載すること
は不自然であ
り、そぐわず、
なぜ一団体の動
向を群馬県条例
に記載するの
か、説明できな
い。そのため、
記載は不適当で
ある。
◯団体名「全日本ろうあ連盟」の表記について
以下の理由から、記載は必ずしも不適当とは言えない。
・「全日本ろうあ連盟」は、「特定団体」、「一団体」というよりは、日
本で唯一の、手話を自ら使用する「ろう者」の全国組織であり、各
都道府県および市町村の聴覚障害者団体はこの下部組織として位置
するものである。
・内閣府「障害者政策委員会」等、国政において聴覚障害者の当事者
代表を含めて会議を組織する際は、同連盟の代表者が参画している。
・手話について規定していく本条例の内容とも密接に関わっており、
特に歴史的経緯で触れることは、群馬県において全国に先駆けて制
定していく根拠として重要な意味を持っている。
・前例として、例えば、「野沢温泉村スキー場安全条例」においては、
条例の本文において、「国際スキー連盟」等の団体名が記載されてい
る。
このように、必要性、必然性によっては、特定の団体名を記載する
こと自体は前例もあり、直ちに問題とはいえない。すなわち論点は、
「全日本ろうあ連盟」の位置付けにあると考える。同団体は、単なる
「一団体」ではなく、群馬県において本条例を制定するにあたり、記
載の必然性を伴う、唯一無二の団体として認識するのが適当と考える。
野沢温泉村ス
キー場安全条例
中の団体名はガ
イドライン等を
特定するために
当該ガイドライ
ン等の規定者
（「国際スキー
連盟が定めたウ
インタースポー
ツセンターの安
全ガイドライ
ン」といった記
載）として示さ
れているもので
あり、団体とし
ての歩みを記載
した左記の内容
とは趣旨が異な
る。
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定している学校教育法施行令 22条の 3、あるいは文
部科学省の「教育支援資料」でも、「ろう児」という
表記は用いられていないことが理由としてあげられ
た。確かに、他の法律等を見ても、医学的な観点に
基づき、「聴力◯ dB～◯ dB」の者を「聴覚障害」と
しているのが一般的である。しかしながら、条例の
段階で細かく障害を規定してしまうと、その規定か
ら外れる者が必ず出てくる。また、具体的に定めて
しまうと、その範囲内の者に対して十分なサービス
が提供できるよう、詳細な計画や予算が必要になっ
てくる。すなわち、より具体的な規定を定めるよう
求めるということは、行政側としては、自分自身の
首を締めるような格好になってしまうのである。そ
こで、群馬県手話言語条例はあくまで理念法である
ことを根拠とし、聴覚障害の対象範囲を広くし、な
おかつ限定させない形である「ろう児」「ろう者」と
表記するほうが、行政側と当事者側の双方において
適した表記であった。
また、条例が対象とすべき「ろう児」の範囲であ
るが、これは、第 3回研究会が終わり、政策広報課
等の執行部から意見が述べられた後、第 4回研究会
までには、「聴覚障害を持つ幼児、児童又は生徒（以
下、「ろう児等」）」という表記に変更されていた。こ
のことから、実質、あえて範囲を明確にしなかった
表５ ?ろう児」の表記における議論の推移
10/3
第 3回研究会案
10/17
政策広報課意見
教育委員会
特別支援教育室意見
11/12
第 4回研究会修正案
11/21
政策広報課意見
ろう児が通学する学
校等の設置者は、乳幼
児期から手話を獲得
し、手話で各教科等を
学び、かつその手話を
学ぶことができるよ
う、教育環境を整備し、
教職員の手話に関する
技術を向上させるため
に必要な措置を講ずる
ものとする。
2 ろう児が通学する
学校の設置者は、この
条例の目的及び基本理
念に対する理解を深め
るために、ろう児及び
その保護者に対する学
習の機会の提供並びに
教育に関する相談及び
支援を講ずるものとす
る。（中略）
◯ろう児の範囲及び学
校、学校等の範囲を明
確にしたい。
・ろう児何歳までか？
・幼稚園、保育園、大
学、専門学校を含む
か？
・市町村立学校、私立
学校も含むか？
◯事前調整が必要な部
局がある。
◯「ろう児」について
・「ろう児」は具体的に
どのように定義され
るかが明らかでない
ので設置者の範囲を
明らかにすることが
できない。
・学校教育法施行令 22
の 3においては、特
別支援学校の対象と
なる児童生徒の具体
的な障害の程度を規
定している。文部科
学省の「教育支援資
料」では「聴覚障害
のある子供」と表記
している。
(学校における手話の
普及）
聴覚障害を持つ幼
児、児童又は生徒（以
下、「ろう児等」）が通
学する学校等の設置者
は、ろう児等が手話を
獲得し、手話で各教
科・領域を学び、かつ
手話を学ぶことができ
るよう、乳幼児期から
の手話の教育環境を整
備し、教職員の手話に
関する技術を向上させ
るために必要な措置に
努めるものとする。
2 ろう児等が通学す
る学校等の設置者は、
この条例の目的及び基
本理念に対する理解を
深めるために、ろう児
等及びその保護者に対
する手話に関する学習
の機会の提供並びに教
育に関する相談及び支
援に努めるものとす
る。（中略）
◯「学校等」は何を想
定しているか。
・幼稚園、保育園、大
学、専門学校を含む
か？
・市町村立学校、私立
学校も含むか？
【修正提案】
第 12条は学校、特に
県立聾学校における手
話教育の充実を主眼と
しているが、規定とし
ては相当程度に広範に
わたっている。
条文化するならば、
①まずは対象を絞って
規定し、執行する、②
その後執行状況を踏ま
えて徐々に対象を拡大
するよう規定し直す、
などとするのはいかが
か。
◯市町村教委に努力義
務を課すこととなる。
努力義務とはいえ、一
定の拘束をすることと
なる、適当か。
・公私の区別のない学
校の設置者というく
くりで可能か。
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ことが推察できる。
3．3．2．乳幼児期からの手話の獲得をめぐって
また、本条例の「肝」とも言える、「乳幼児期から
手話を獲得」するということは、障害政策課と政策
広報課、特別支援教育室から、「乳児の手話の獲得は
現実には発達段階を踏まえると難しさがある」と
いった旨の意見が提出された。同時に、11月 21日の
障害政策課の意見には、「せめて、鳥取県並みの努力
規定までが限度ではないか」という提案もあったた
め、努力規定での条文表記を採用した。しかしなが
ら、「乳児期からの手話獲得」に関して、当事者側か
らは、獲得が可能かどうかについては言及すること
なく、その代わりに、「乳幼児期からろう児等が手話
を獲得し」という文章を「乳幼児期からの手話の教
育環境を整備」に変更した（表 6参照）。このことに
より、「乳児が手話を獲得できるかどうか」の議論を
回避し、執行部サイドと正面から対立することなく
実質的に乳幼児期からの手話の導入を実現させるた
めのロジックが成立したのである。
４．考 察
本稿では、群馬県手話言語条例の前文と第 12条に
ついて、どのような議論が交わされてきたのかを分
析し、いかにして「当事者の思いがほぼ 100パーセ
ント込められた中身」になっていったのかを分析し
てきた。その結果、当事者の思いが条文に反映され
た理由として、以下の 3点が考えられる。1つ目は、
執行部に対する反論を含む当事者の思いについて、
その根拠を提示できたからである。議論の場で説得
力を持たせるためには、当事者の思いを汲み取るこ
とのできる学識経験者あるいは当事者本人が、論理
的に物事を整理し伝える能力を備えている必要があ
る。2つ目に、群馬県手話言語条例が「理念法」とし
て制定されたため、当事者の表記など、当事者の思
いが反映されやすかったことである。当然、条例を
基にして実際に動くのは執行部側であるため、彼ら
の納得できる範囲でやり取りする必要はある。しか
しながら、詳細に明記してしまうほど、対象者の範
囲の線引きが明確になってしまい、条例の対象外の
人が出てきてしまったり、実効性の担保をしなけれ
ばならなくなったりして、結果的に、より行政側へ
の要望がシビアになってしまう。したがって、条文
上では対象者を極力絞らず、「曖昧に」することで、
「ろう者」や「ろう児」などの表記はほぼ原案のま
ま通ったのである。別の見方をすれば、本来は行政
上の概念規定が困難な「ろう」という言葉（その実、
当事者団体にとってはそのまま活かしたかった）を、
「あくまで理念条例なので」というレトリックで曖
昧なまま条文に明記することが実現可能になったと
もいえる。3つ目は、執行部からの指摘を正面から反
論するのではなく、一部受け入れた上で代替案を提
示することである。例えば、乳児期の手話の獲得に
関しては、近年の研究では聞こえる子どもが日本語
を獲得するのと同様に手話も乳幼児期から自然に獲
得されることがわかっている。しかし、そのことに
ついては議論せず、当事者団体側から「代替案」を
提出することで、当事者にとって「外したくないこ
と」が残る形になった。このようにして、「乳児期か
らの手話の獲得」の困難さという執行部側からの疑
問には触れることなく、「乳幼児期からの手話環境の
表６ ?乳児期の手話獲得」に関する条文案の変化
10/3 第 3回研究会案 11/12 第 4回研究会修正案
ろう児が通学する学校等の設置者は、乳幼児期から手話を獲
得し、手話で各教科等を学び、かつその手話を学ぶことがで
きるよう、教育環境を整備し、教職員の手話に関する技術を
向上させるために必要な措置を講ずるものとする。（中略）
（学校における手話の普及）
聴覚障害を持つ幼児、児童又は生徒（以下、「ろう児等」）
が通学する学校等の設置者は、ろう児等が手話を獲得し、手
話で各教科・領域を学び、かつ手話を学ぶことができるよう、
乳幼児期からの手話の教育環境を整備し、教職員の手話に関
する技術を向上させるために必要な措置に努めるものとす
る。（中略）
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整備」は保障されることになった。そして、言語を
獲得するためには、その言語を使用できる環境に身
を置くことが重要であるため、結果的には、ろう者
が望む、「手話を獲得する権利」が担保される内容に
なったのである。
本稿で取り扱ったのは、群馬県の事例のみであり、
また全国的にも数が少ないと言われる議員提案の条
例を扱ったため、今後は他県や他の市町村との比較
を行う必要があるだろう。また、今回は研究会にお
ける議論に焦点を絞った内容であった。しかし、条
例に当事者性が反映されるためには、今回考察で得
られた知見以外の様々な要因が関係しているため、
条例制定に関わった人々の行動や思いを紡いでいく
必要がある。今後は関係者への聞き取り調査等を行
い、また、群馬県以外の地方自治体との比較検討も
行っていきたい。
?注>
1)制定条例は主に議員から提案される「議員提案」と首長
及び首長部局（行政）から提案される「執行部（首長）提
案」の 2通りある。ほとんどの制定条例は執行部（首長）
提案である。
2)群馬県では、ろう者団体である群馬県聴覚障害者連盟で
なく、手話通訳者や手話サークル連絡会など手話に関わる
団体も合わせて「当事者団体」と呼んでいる。
3)群馬県議会では最大多数党派である与党（自由民主党）
に 32名（総議員数 50名）が所属している（2015年 12月現
在）。
4)国政において「執行部」といった場合、「党三役」をはじ
めとする党内の役職者をさすが、地方議会の場合には首長
ら執行機関を指す場合が多い（金澤，2014）。
?謝辞>
本研究を進めるにあたり、調査に応じてくださった群馬県
聴覚障害者連盟の皆様、また、研究会での当日配布資料を快
く譲ってくださると同時に、政治や政策の専門的な内容につ
いても細やかにご教授いただいた群馬県議会議員の皆様と元
高崎市議会議員の岩田寿氏に、この場を借りて心からお礼申
し上げます。
?資料の引用の許可について>
研究会で配布された資料については、研究会事務局長から
許可を得た上で、使用あるいは引用している。
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